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１ はじめに 

近年,地方自治体の地域経済政策の評価・分析に適用する目的で,地域産業連関表を作成する地方自治体が増加してきてい

る状況にある。地域経済の分析および数量的評価の基礎づけにおいても,地方自治体の主体的な取り組みが要請されていると

ころである。地方創生のプロジェクトの経済波及効果の分析に関して,地域産業連関表の作成・分析を行う地方自治体が増加

してきているところである。 

さらに,エビデンスに基づく政策立案(Evidence-Based Policy Making)が地方自治体においても求められており,地域経済

政策の数量的基礎づけが様々な場面で要請されるようになってきている１）。 

 市町村レベルにおける産業連関表の作成および政策分析への適用に関する先行研究として,土居・浅利・中野(1996[初

版];2019[改訂版])では市町村レベルにおける地域産業連関表の作成・利用が広範に行われることを目的として,地域産業連

関表の作成方法についてノン・サーベイ法を中心に解説されている。土居・浅利・中野(2020[改訂版])では,人口減少,地方創

生,観光振興など23の分析事例を通して計測結果を導く方法について実践的に解説を行っている。 

 中澤(2002)では,市町村レベルにおける地域産業連関表の作成方法を比較検討し,舞鶴市,北九州市,旭川市など先行事例に

おける推計方法を整理している。 

 小規模地域における地域産業連関表作成に関して,朝日(2004),日吉・河上・土井(2004)がある。今西(2004),栗山・小柴・

佐々木(2008)は工業統計組替表の利用,域際収支の推計についてアンケート調査の利用など,ノン・サーベイ法と部分的にサ

ーベイを組み合わせて推計を行う部分サーベイ法の利用,朝日(2004),日吉・河上・土井(2004),大久保・石塚(2009),居城(2016)

は,県産業連関表の投入係数等の利用,LQ 法２）などノン・サーベイ法により作成されている。中野・西村(2007)は、大地域の

産業連関表とその部分を成す、ある地域の地域産業連関表が与えられている場合に、その地域内をさらに分割した小地域群と

その他の地域に亘る多地域間産業連関表をノンサーベイ法で推計する方法を開発し、これを愛知県表の分割に応用している。 

下山(2018)は,釧路市産業連関表の作成過程から得られた含意を検討することにより,小地域産業連関表作成におけるサー

ベイ法の有用性と課題について明らかにしている。寺崎(2018)は,宮津市の産業連関表を事例に SLQ法と修正自給率の概念を

用いたノンサーベイ法とセミサーベイ法との乖離について考察している。 

 本稿では,ノン･サーベイ法である LQ 法を利用して,平成 27 年大垣市産業連関表を作成し,大垣市における地域経済構造を

分析する。 

 

２ 大垣市産業連関表の作成方法 

2.1 市内生産額の推計方法 

 平成 27 年大垣市産業連関表を推計するにあたり,投入係数利用の観点から,自地域を含み,かつ自地域より大きな地域の産

業連関表が必要となる。作成に当たり,「平成27年(2015年)岐阜県産業連関表 生産者価格表・投入係数表(107部門表)」を

利用した。 

 大垣市の市内生産額の推計に際して,産業部門数については,投入係数を用いる平成 27 年(2015 年)岐阜県産業連関表の統

合中分類（107 部門）にあわせて,107 部門で作成した。価格評価方法は,生産者価格評価法によって評価し,逆行列係数の型
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は,開放経済型[I-(I-M)A]-1の逆行列係数である。次に市内生産額の推計を行う。 

 今西(2004,42)を参考にして作成した生産額推計シートを作成し,この推計シートにより,岐阜県産業連関表における産業別

生産額(C.T.),岐阜県・大垣市の参考統計を収集し,大垣市／岐阜県按分比率を産出し,岐阜県の産業別生産額(C.T.)に按分比

率を乗じて,平成27年大垣市の市内生産額を推計する。具体的な推計プロセスを以下に示す。 

① 平成27年(2015年)岐阜県産業別生産額（C.T.）を平成27年岐阜県産業連関表より生産額推計シートに転記する。 

②大垣市産業別生産額(C.T.)の推計を行うために,岐阜県・大垣市の参考統計資料を入手する必要がある。今回の作成年は平

成 27年(2015年)であるので,平成 27年(2015年)1月 1日～同年 12月 31日までの暦年ベースである。ただし,暦年ベースの

データの収集が困難な場合には,『平成28年経済センサス活動調査』のデータを収集する。 

③ 大垣市の産業別生産額(C.T.)を求める計算式は,以下の算定方法による。 

大垣市産業別生産額＝岐阜県産業別生産額×（大垣市基礎統計値÷岐阜県基礎統計値） 

④ 事務用品と分類不明,および参考統計の収集困難な産業部門の経済活動に関しては,大垣市内の中間需要から発生すると

考え,今西(2004,43)に従い,以下の方法で推計を行った。 

*1 大垣市の事務用品生産額第 1 次推計値＝（岐阜県事務用品生産額÷中間需要推計用岐阜県生産額）×中間需要推計用大

垣市生産額 

*2 大垣市の分類不明生産額第 1 次推計値＝（岐阜県分類不明生産額÷中間需要推計用岐阜県生産額）×中間需要推計用大

垣市生産額 

*3 それ以外の参考統計収集困難な部門の生産額第 1 次推計値＝（岐阜県のそれ以外の参考統計収集困難な部門の生産額÷

中間需要推計用岐阜県生産額）×中間需要推計用大垣市生産額 
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表1 大垣市の市内生産額推計シート 

 

出所：筆者作成 



－ 4 －4

 

2.2 中間投入額・粗付加価値額の推計方法 

 大垣市中間投入額,粗付加価値額の推計について,土居・浅利・中野(2019,157)に従い,推計を行う。大垣市の市内生産額(107

部門)の値（C.T.）が得られると,それに岐阜県の産業連関表(取引基本表)の各産業の生産額合計を「1」とした各タテ列（中

間投入額と粗付加価値額）の構成比を乗じて中間需要・粗付加価値の金額を推計する。中間需要と粗付加価値を,今度はヨコ

行ごとに合計して「内生部門計」の欄に記入する。 

 

2.3 市内最終需要の推計方法 

2.3.1 家計外消費支出 

 家計外消費支出の推計は,粗付加価値額の家計外消費支出の行和に岐阜県産業連関表の家計外消費支出の構成比を乗じて算

出する。 

2.3.2 民間消費支出 

 岐阜県産業連関表の民間消費支出総額に大垣市と岐阜県の人口比を乗じて算出したものに,岐阜県産業連関表の民間消費支

出の構成比を乗じて算出する。 

2.3.3 一般政府消費支出 

 岐阜県産業連関表の一般政府消費支出総額に,一般会計歳出総額の大垣市／岐阜県比率を乗じて算出したものに,岐阜県産

業連関表の一般政府消費支出の構成比を乗じて算出する。 

2.3.4 総固定資本形成（公的） 

総務省の地方財政状況調査関係資料「決算カード」(平成27年度)より性質別歳出の状況欄に記載されている「投資的経費」

から含まれている人件費を除いた額で,岐阜県と大垣市の按分比率とする。求めた大垣市の合計額に,岐阜県産業連関表の総

固定資本形成(公的)の構成比を乗じて算出する。 

2.3.5 総固定資本形成(民間) 

大垣市総固定資本形成(民間)＝岐阜県総固定資本形成（民間）×
大垣市市内生産額(産業別)
岐阜県県内生産額(産業別)  

2.3.6 大垣市在庫純増 

大垣市在庫純増＝岐阜県在庫純増×
大垣市市内生産額(産業別)
岐阜県県内生産額(産業別) 

 

2.4 輸出・輸入の推計方法 

2.4.1 輸出 

 大垣市の輸出額は,岐阜県の取引基本表の輸出額に,岐阜県と大垣市の生産額の比率（市内生産額÷県内生産額）を産業別に

計算する。(土居・浅利・中野,2019,162頁)。 

 

2.4.2 輸入 

 大垣市の輸入額は,輸出と同様に,岐阜県表の輸入額に,「市内需要」額÷「県内需要」額の比率を乗じて産業別に求める(土

居・浅利・中野,2019,163頁)。 

 

2.5 移入・移出の推計方法 

2.5.1 移入の推計方法 

 移輸入は,LQ 法(Location Quotient Method)を用いて推計した。本稿で用いた LQ は,生産額ベースの Simple Location 
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Quotient(SLQ)である。 

𝑆𝑆𝐿𝐿𝐿𝐿𝑖𝑖 =
𝑄𝑄𝑖𝑖𝑟𝑟

∑ 𝑄𝑄𝑖𝑖𝑟𝑟𝑖𝑖
⁄

𝑄𝑄𝑖𝑖𝑛𝑛
∑ 𝑄𝑄𝑖𝑖𝑛𝑛𝑖𝑖

⁄
≡ 𝑄𝑄𝑖𝑖𝑟𝑟

𝑄𝑄𝑖𝑖𝑛𝑛
× ∑ 𝑄𝑄𝑖𝑖𝑛𝑛𝑖𝑖

∑ 𝑄𝑄𝑖𝑖𝑟𝑟𝑖𝑖
  

𝐿𝐿𝑖𝑖𝑟𝑟:r地域i部門の生産額，𝐿𝐿𝑖𝑖𝑛𝑛:全国S，i部門の生産額，∑ 𝐿𝐿𝑖𝑖𝑟𝑟𝑖𝑖 :地域総生産額，∑ 𝐿𝐿𝑖𝑖𝑛𝑛𝑖𝑖 :全国総生産額 

𝑡𝑡𝑖𝑖 = {𝑆𝑆𝐿𝐿𝐿𝐿𝑖𝑖 𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑆𝑆𝐿𝐿𝐿𝐿𝑖𝑖＜1
1 𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑆𝑆𝐿𝐿𝐿𝐿 ≧ 1

  

LQ 法の基本的な考え方は,「小地域とそれを含む大地域とのそれぞれ産業別生産額構成比を求め,さらに小地域の構成比を

大地域の構成比で割った「特化係数」を計算する。特化係数が「1以上」である場合には,LQ値＝「自給率」を「１」とし,「１

未満」の場合にはその特化係数を 1未満の「自給率」とする。この方法は,LQ値（自給率）をまず求め,それを 1から差し引

いて移輸入率を求め,移輸入額を計算する」(土居・浅利・中野,2019,163頁)。 

移輸入額と輸入の差額から移入額を推計する。 

2.5.2 移出の推計方法 

最後に,移出額をヨコ行のバランス式から求める。𝐴𝐴𝐴𝐴:中間需要, Fd:域内最終需要, E:輸出, N:移出, M:輸入, L:移入としたとき, 

産業連関表のヨコ行のバランス式は次式となる。 

𝐴𝐴𝐴𝐴 +  Fd＋E＋N－M－L＝X  

この式から,移出は次式で求める。 

N=X－A(X+Fd)－E＋M＋L (土居・浅利・中野,2019,163,166) 

 

表2 LQ値,移輸入率の計算 

 

出所：筆者作成 
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2.6 移輸入額,移輸出額の調整と統計表全体のバランス調整 

輸出,移出がプラスの値になっているか,生産額を超過していないか,輸入,移入がマイナスの値になっているかなど,統計表

全体を見直して再度バランス調整のチェックを行う(土居・浅利・中野,2019,175頁)。 

 

３ 平成27年大垣市産業連関表における地域経済構造 

3.1 総需要と総供給 

 まず,平成 27年大垣市産業連関表における大垣市内の総供給と総需要を検討する。図１は,平成 27年(2015年)大垣市産業

連関表に基づいて,財・サービスの流れをまとめたものである。図１によれば,平成27年における大垣市経済の総供給は,1兆

5743億円である。そのうち,市内生産額は,1兆 2286億円であり,総供給の 78.0％を占めている。内訳は,財の生産が 5465億

円,サービスの生産が 6821 億円であり,財の生産が 44.5％を占めている。総供給の残りの 22.0％が他地域から移輸入されて

おり,その額は 3457 億円となっている。市内生産額のうち,45.1％の 5539 億円が原材料その他の中間投入であり,54.9％の

6747億円が粗付加価値額である。 

 

図1 平成27年大垣市産業連関表から見た大垣市の経済構造 

 

出所：筆者作成 
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 この総供給がどのように需要されたのかを見ると,総需要1兆5743億円のうち,35.2％にあたる 5539億円が中間需要,残り

の 64.8％の 1兆 203億円が最終需要である。最終需要のうち 38.8％の 6106億円が市内最終需要,残りの 26.0％の 4097億円

が移輸出である。 

 総需要を市内・市外という概念で分類すると,中間需要と市内最終需要を合わせた 1 兆 1646 億円が市内で需要されたこと

になる。つまり,総需要の74.0％が市内で発生し,残りの26.0％が移輸出されたことになる。域際収支に関しては,他地域への

移輸出が4097億円,他地域からの移輸入が3457億円であり,640億円の移輸出超過の経済構造である。 

 

3.2 市内生産額 

 平成 27年(2015年)に大垣市内の産業が生産した財・サービスの総額は,1兆2286億円となっている。大垣市の県内シェア

は8.5％である。県内シェアの大きい部門は,その他の電子部品(57.0％),有機化学工業製品（石油化学系基礎製品・合成樹脂

を除く。）（48.6％）,情報サービス(45.5％),ガス・熱供給(42.4％)などである。 

 

表3 平成27年(2015年)における県内生産額と市内生産額 

 

出所：筆者作成 
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 ここで,各部門の特化係数について見てみる。大垣市のある産業の生産額構成比を,全国の当該産業構成比で除したもので

あり,全国における特定産業が大垣市においてどの程度集中しているかを示す指標で,1 より大きければ大垣市に特化してい

ることを示し,1 よりも小さい場合には相対的に大垣市における当該産業の地位が低いことを示す。従って,表 3 から,その他

の窯業・土石製品(13.9)が最も特化係数の高い産業である。次いで特化係数の高い産業として,その他の電子部品(11.3),ガラ

ス・ガラス製品(7.7),繊維工業製品(6.8),その他の鉄鋼製品(4.4)等となっている。 

 

3.3 中間投入・中間需要 

 中間需要の需要合計に占める割合を中間需要率という。上述したように,平成 27 年(2015 年)における大垣市の中間需要率

は,35.2％である。 

 一方,各産業部門が生産を行うために投入する原材料その他の購入費用,つまり中間投入額が生産額に占める割合を中間投

入率という。平成27年(2015年)における大垣市の全産業の中間投入率は45.1％である。 

 

3.4 粗付加価値 

 表 4 は,粗付加価値額の構成をまとめたものである。粗付加価値額は生産額から中間投入額を差し引いたもので,家計外消

費支出,雇用者所得,営業余剰,資本減耗引当,間接税,補助金から構成されている。平成 27 年(2015 年)における大垣市で

は,6747億円の粗付加価値が生み出された。 

 

表4 粗付加価値額の構成 

 

出所：筆者作成 

 

3.5 最終需要 

 表5は,平成27年(2015年)における岐阜県と大垣市の最終需要の構成をまとめたものである。 

 大垣市の最終需要は,家計外消費支出,民間消費支出,一般政府消費支出,総固定資本形成(公的),総固定資本形成(民間),在

庫純増,移輸出から構成され,1兆203億円である。 

 最終需要の構成を見てみると,移輸出が 40.2％と最も大きな割合を占めている。次いで民間消費支出が 32.6％となってい

る。 
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表5 最終需要の構成 

 

出所：筆者作成 

 

４ 平成27年大垣市産業連関表による大垣市経済の構造 

 産業連関表は,ある一定期間における生産プロセスにおける投入構成と販路構成を記述することにより,財・サービスの取

引実態を把握するものである。上述してきたように,産業連関表に基づいて経済の需要と供給の構造を把握することができる。

さらに,逆行列係数表を用いて計算される各種係数表による分析を行うことができる。 

 平成27年(2015年)大垣市産業連関表によれば,平成27年(2015年)における大垣市の最終需要は,1兆191億円であり,この

最終需要を賄うために,直接･間接の生産が行われた結果として,合計で 1兆 2286億円の市内生産額が誘発されたことになる。 

 

4.1 最終需要項目別生産誘発効果 

 最終需要項目別生産誘発効果について,生産誘発額,生産誘発係数は次のように計算する３）。 

𝑿𝑿𝑪𝑪は消費需要の生産誘発額,𝑿𝑿𝑰𝑰は投資需要の生産誘発額,𝑿𝑿𝑬𝑬は移輸出の生産誘発額である。 

 

𝑿𝑿𝑪𝑪＝[𝑰𝑰 − (𝑰𝑰 − �̂�𝑴)𝑨𝑨]−𝟏𝟏(𝑰𝑰 − �̂�𝑴)𝑭𝑭𝑪𝑪                (1) 

𝑿𝑿𝑰𝑰＝[𝑰𝑰 − (𝑰𝑰 − �̂�𝑴)𝑨𝑨]−𝟏𝟏(𝑰𝑰 − �̂�𝑴)𝑭𝑭𝑰𝑰                (2) 

𝑿𝑿𝑬𝑬＝[𝑰𝑰 − (𝑰𝑰 − �̂�𝑴)𝑨𝑨]−𝟏𝟏𝑭𝑭𝑬𝑬                    (3) 

𝑿𝑿 = 𝑿𝑿𝑪𝑪 + 𝑿𝑿𝑰𝑰 + 𝑿𝑿𝑬𝑬                                           (4) 

 

生産誘発係数は,ある最終需要項目が1単位増加した場合に,それによって市内生産がどれだけ誘発されるかを表している。 

𝛼𝛼𝑖𝑖＝
𝜕𝜕𝑋𝑋𝑖𝑖
𝜕𝜕𝐹𝐹𝑖𝑖

, 𝑖𝑖 = 𝐶𝐶, 𝐼𝐼,𝐸𝐸  

 

4.2 影響力係数と感応度係数による産業分類 

 最終需要が増加して産業間で波及していく場合に,どの産業が大きい影響を及ぼし,またどの産業が他産業によって大きい

影響を受けるのかを分析する係数として,「影響力係数」と「感応度係数」がある。 

 

4.2.1 影響力係数 

 競争移輸入型逆行列係数表の第 j 列(𝑏𝑏1𝑗𝑗 , 𝑏𝑏2𝑗𝑗,𝑏𝑏3𝑗𝑗, … ,𝑏𝑏𝑛𝑛𝑗𝑗)
𝑇𝑇
は,他の産業の最終需要をゼロとして産業ｊの最終需要 1 単位を
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得るために各産業が生産する産出高である。したがって,その合計である第 j 列の列和は,産業ｊの最終需要 1 単位が経済全

体に与える影響力と考えられる。この産業ｊの影響力を経済全体と比較するのが,影響力係数である。 

産業ｊの影響力係数＝ 
∑ 𝑏𝑏𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛
𝑖𝑖=1

1
𝑛𝑛∑ ∑ 𝑏𝑏𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛

𝑖𝑖=1
𝑛𝑛
𝑖𝑖=1

 

 すなわち,産業 j の影響力係数は,経済全体の産業の影響力の平均値に対する産業ｊの影響力の比率であり,影響力係数が 1

より大きい産業は,全産業の影響力の平均より大きい影響力を持つ。 

 

4.2.2 感応度係数 

 競争移輸入型逆行列係数表の第 i行(𝑏𝑏1𝑗𝑗 , 𝑏𝑏2𝑗𝑗,𝑏𝑏3𝑗𝑗, … , 𝑏𝑏𝑖𝑖𝑖𝑖)の合計すなわち行和は,すべての産業の最終需要が 1単位であると

き,産業 i が生産する産出高である。したがって,全産業の最終需要を 1 単位とする基準化した最終需要に対する産業 i の感

応度の大きさを表す。 

産業iの感応度係数＝
∑ 𝑏𝑏𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛
𝑖𝑖=1

1
𝑛𝑛∑ ∑ 𝑏𝑏𝑖𝑖𝑖𝑖𝑛𝑛

𝑖𝑖=1
𝑛𝑛
𝑖𝑖=1

 

すなわち,産業 iの感応度係数は,経済全体の産業の感応度の平均値に対する産業 iの感応度の比率であり,感応度係数が 1

より大きい産業は,全産業の感応度の平均よりも大きい感応度を有する 4）。 

 

4.2.3 産業の影響力係数－感応度係数分析 

 以上で定義した産業の影響力係数と感応度係数を逆行列係数表から計算することにより,産業を以下の４区分に分類するこ

とができる。 

領域Ⅰ：影響力係数と感応度係数がともに1より大きい産業。この領域に属する産業は,他産業への影響力も,他産業からの感

応度も大きい。 

領域Ⅱ：影響力係数は 1 より小さいが,感応度係数は 1 より大きい産業。この領域に属する産業は,他産業への影響力は小さ

く,他産業からの感応度は大きい。 

領域Ⅲ：影響力係数と感応度係数がともに 1より小さい産業。この領域に属する産業は,他産業への影響力も,他産業からの感

応度も小さい。 

領域Ⅳ：影響力係数は 1 より大きいが,感応度係数は 1 より小さい産業。この領域に属する産業は,他産業への影響力は大き

く,他産業からの感応度は小さい。 

 

図2 影響力係数－感応度係数分析による産業分類 

感応度係数 

            Ⅱ         Ⅰ 

 

      １ 

            Ⅲ         Ⅳ 

 

 

                 1           影響力係数 

出所：土居・浅利・中野(2019),69頁,図4－2参照 
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表6 影響力係数と感応度係数 

 

出所：筆者作成 
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 表 6は,産業別の影響力係数・感応度係数の一覧表である。表 6によれば,他産業への影響力が大きい産業は,自動車部品・

同付属品,その他の鉱業,パルプ・紙・板紙・加工紙,自動車整備・機械修理,非鉄金属精錬・精製,紙加工品などである。他産

業からの感応度が大きい産業は,商業,電力,その他の対事業所サービス,プラスチック製品,道路輸送などである。 

 生産波及の影響関係を見るために,横軸に影響力係数をとり,縦軸に感応度係数をとって,位相図を作成してみると,図 3 の

ようになる。 

 

図3 平成27年大垣市経済における影響力係数－感応度係数による分析  

 

出所：筆者作成 

 

領域Ⅰに属する産業部門は,最終需要が増加する相対的に大きな生産波及を受けるだけではなく,全産業に対して相対的に

大きな生産波及をもたらすため,より大きな経済波及効果を生み出す。大垣市でこの領域Ⅰに属する産業は,その他の鉱業,繊

維工業製品,木材・木製品,パルプ・紙・板紙・加工紙,印刷・製版・製本,無機化学工業製品,有機化学工業製品（石油化学系

基礎製品・合成樹脂を除く。）,化学最終製品(医薬品を除く。),プラスチック製品,はん用機械,その他の電子部品,産業用電気

機器,自動車部品・同付属品,自家輸送,通信,放送,自動車整備・機械修理などである。 

 領域Ⅱに属する産業は,他産業に対してあまり大きな生産波及をもたらさないが,生産波及のプロセスにおいて他産業から

の影響を大きく受ける特徴がある。大垣市でこの領域Ⅱに属する産業は,その他の鉄鋼製品,その他の金属製品,電力,商業,金

融・保険,不動産仲介及び賃貸,道路輸送（自家輸送を除く。）,運輸附帯サービス,物品賃貸サービス,その他の対事業所サービ

スなどである。 

 領域Ⅲに属する産業は,他産業に対して大きな影響力をもたらさず,他産業から被る影響も小さい。大垣市でこの領域Ⅲに

属する産業は,畜産,農業サービス,林業,石炭・石油・天然ガス,食料品,飲料,飼料・有機質肥料（別掲を除く。）,石油化学系

基礎製品,その他の輸送機械・同修理,ガス・熱供給,廃棄物処理,住宅賃貸料,住宅賃貸料(帰属家賃),鉄道輸送,貨物利用運送,

倉庫,郵便・信書便,公務,教育,研究,医療,社会保険・社会福祉,介護,飲食サービス,洗濯・理容・美容・浴場業,娯楽サービス,

その他の対個人サービスなどである。 

 領域Ⅳに属する産業は,自らが受ける生産波及はあまり大きくないが,これらの産業がいったん生産波及を受ければ全産業

に対して大きな生産波及を生じる。大垣市でこの領域Ⅳに属する産業は,耕種農業,漁業,衣服・その他の繊維既製品,家具・装
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備品,紙加工品,化学肥料,医薬品,ゴム製品,なめし革・革製品・毛皮,ガラス・ガラス製品,セメント・セメント製品,その他の

窯業・土石製品,鋳鍛造品（鉄）,非鉄金属加工製品,建設用・建築用金属製品,生産用機械,業務用機械,電子デバイス,民生用

電気機器,電子応用装置・電気計測器,その他の電気機械,通信・映像・音響機器,電子計算機・同附属装置,船舶・同修理,その

他の製造工業製品,再生資源回収・加工処理,建築,建築補修,公共事業,その他の土木建設,インターネット附随サービス,映像・

音声・文字情報制作,他に分類されない会員制団体,広告,宿泊業,事務用品などである。 

 

５ 生産の依存関係から見た産業の類型 

 各産業部門間には,原材料等の需要と供給を通じて,密接な相互依存関係が形成されている。図４では,横軸に中間需要率,

縦軸に中間投入率をとって,中間需要率と中間投入率の組合せにより,以下の４つの産業類型を示すことができる。 

 

図4 生産の依存関係から見た産業の類型 

 

出所：筆者作成 

 

第Ⅰ領域：中間投入型中間財生産産業（中間需要率≧0.5,中間投入率≧0.5） 

 この産業部門は,他の産業部門から多くの原材料を購入し,他の産業部門に対してより多くの中間財を供給している。中間

投入型中間財生産産業に該当する産業は,畜産,漁業,飼料・有機質肥料,その他の鉱業,木材・木製品,家具・装備品,パルプ・

紙・板紙・加工紙,紙加工品,化学肥料,無機化学工業製品,有機化学工業製品,セメント・セメント製品,鋳鍛造品(鉄),非鉄金

属精錬・精製,非鉄金属加工製品,建設用・建築用金属製品,その他の金属製品,電子デバイス,再生資源回収・加工処理,電力,

ガス・熱供給,自家輸送,インターネット付随サービス,映像・音声・文字情報製作,広告,自動車整備・機械修理などである。 

第Ⅱ領域：中間投入型最終需要財生産産業(中間需要率≦0.5,中間投入率≧0.5) 

 この産業部門は,他の産業部門からより多くの原材料を購入し,その生産物の多くを最終需要部門へ販売している産業であ

る。中間投入型最終需要財生産産業に該当する産業は,食料品,飲料,繊維工業製品,衣服・その他の繊維既製品,化学最終製品,

プラスチック製品,ゴム製品,なめし革・革製品・毛皮,ガラス・ガラス製品,その他の鉄鋼製品,はん用機械,生産用機械,業務

用機械,その他の電子部品,産業用電気機器,民生用電気機器,電子応用装置・電気計測器,その他の電気機械,通信・映像・音響
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機器,電子計算機・同附属装置,自動車部品・同付属品,船舶・同修理,その他の輸送機械・同修理,その他の製造工業製品,建設

補修,放送,飲食サービスなどである。 

第Ⅲ領域：その他の最終需要財生産産業(中間需要率≦0.5,中間投入率≦0.5) 

 この産業部門は,他の産業部門から原材料を購入する比率が低く,その生産物の多くを最終需要部門へ販売している産業で

ある。その他の最終需要財生産産業に該当する産業は,農業サービス,印刷・製版・製本,その他の窯業・土石製品,商業,金融・

保険,住宅賃貸料,住宅賃貸料(帰属家賃),鉄道輸送,運輸附帯サービス,郵便・信書便,通信,公務,教育,研究,医療,社会保険・

社会福祉,介護,他に分類されない会員制団体,洗濯・理容・美容・浴場業,娯楽サービス,其の他の対個人サービスなどである。 

第Ⅳ領域：その他の中間財生産産業（中間需要率≧0.5,中間投入率≦0.5） 

 この産業部門は,他の産業から原材料を購入する比率が低く,他の産業部門に対してより多くの中間材を供給している。そ

の他の中間財生産部門に該当する産業は,耕種農業,医薬品,廃棄物処理,不動産仲介及び賃貸,道路輸送,貨物利用運送,倉庫,

情報サービス,物品賃貸サービス,その他の対事業所サービスなどである。 

 

６ 結論 

 ここまで平成 27 年(2015 年)大垣市産業連関表の作成と地域経済構造の分析を行ってきた。以下では,本稿で得られた結論

を提示する。 

 第1に,平成27年における大垣市経済の総供給は,1兆5743億円である。そのうち,市内生産額は,1兆2286億円であり,総

供給の 78.0％を占めている。内訳は,財の生産が 5465 億円,サービスの生産が 6821 億円であり,財の生産が 44.5％を占めて

いる。総供給の残りの22.0％が他地域から移輸入されており,その額は3457億円となっている。市内生産額のうち,45.1％の

5539 億円が原材料その他の中間投入であり,54.9％の 6747 億円が粗付加価値額である。この総供給がどのように需要された

のかを見ると,総需要1兆5743億円のうち,35.2％にあたる5539億円が中間需要,残りの64.8％の1兆203億円が最終需要で

ある。最終需要のうち38.8％の6106億円が市内最終需要,残りの26.0％の4097億円が移輸出である。 

 総需要を市内・市外という概念で分類すると,中間需要と市内最終需要を合わせた 1 兆 1646 億円が市内で需要されたこと

になる。つまり,総需要の74.0％が市内で発生し,残りの26.0％が移輸出されたことになる。域際収支に関しては,他地域への

移輸出が4097億円,他地域からの移輸入が3457億円であり,640億円の移輸出超過の経済構造である。 

 第2に,平成27年(2015年)大垣市産業連関表における産業別の影響力係数－感応度係数分析から,以下のような産業構造上

の特徴が明らかになった。他産業への影響力が大きい産業は,自動車部品・同付属品,その他の鉱業,パルプ・紙・板紙・加工

紙,自動車整備・機械修理,非鉄金属精錬・精製,紙加工品などである。他産業からの感応度が大きい産業は,商業,電力,その他

の対事業所サービス,プラスチック製品,道路輸送などである。 

 第 3 に,各産業部門間には原材料などの需要と供給を通じて,密接な相互依存関係が形成されている。中間需要率と中間投

入率の組合せにより,第Ⅰ領域：中間投入型中間財生産産業（中間需要率≧0.5,中間投入率≧0.5）,第Ⅱ領域：中間投入型最

終需要財生産産業(中間需要率≦0.5,中間投入率≧0.5),第Ⅲ領域：その他の最終需要財生産産業(中間需要率≦0.5,中間投入

率≦0.5),第Ⅳ領域：その他の中間財生産産業（中間需要率≧0.5,中間投入率≦0.5）である。 

 大垣市の場合,第Ⅰ領域と第Ⅱ領域に多くの産業が類型化されている。第Ⅰ領域には,畜産,漁業,飼料・有機質肥料,その他

の鉱業,木材・木製品,家具・装備品,パルプ・紙・板紙・加工紙,紙加工品,化学肥料,無機化学工業製品,有機化学工業製品,セ

メント・セメント製品,鋳鍛造品(鉄),非鉄金属精錬・精製,非鉄金属加工製品,建設用・建築用金属製品,その他の金属製品,電

子デバイス,再生資源回収・加工処理,電力,ガス・熱供給,自家輸送,インターネット付随サービス,映像・音声・文字情報製作,

広告,自動車整備・機械修理などが類型化されている。第Ⅱ領域には,食料品,飲料,繊維工業製品,衣服・その他の繊維既製品,

化学最終製品,プラスチック製品,ゴム製品,なめし革・革製品・毛皮,ガラス・ガラス製品,その他の鉄鋼製品,はん用機械,生

産用機械,業務用機械,その他の電子部品,産業用電気機器,民生用電気機器,電子応用装置・電気計測器,その他の電気機械,通

信・映像・音響機器,電子計算機・同附属装置,自動車部品・同付属品,船舶・同修理,その他の輸送機械・同修理,その他の製
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造工業製品,建設補修,放送,飲食サービスなどが類型化されている。 

 今後の課題として、平成17年、平成 23年、平成27年における大垣市産業連関表の経年比較を行うことによって、大垣市

における産業構造の変化を分析する必要性をあげることができる。また、製造業の産業別移輸出入の推計方法についても、さ

らなる検討が必要である。 

さらに、本稿では,詳細に扱わなかったが,Flegg,Webber and Elliot(1995), Flegg and Webber(1997;2000)において提示さ

れた FLQ などの手法を用いて小地域産業連関表を作成すること,他のノンサーベイ法による小地域産業連関表の作成を行う

ことなどが今後取り組むべき課題として残されている。 

 

 

 

注） 

 

1) 地方自治体におけるEBPMの組織への定着に向けた課題について、西畑(2020)を参照。 

2) Flegg,Webber and Elliot(1995), Flegg and Webber(1997;2000), Flegg and Tohmo(2013a;2013b;2016;2018),Flegg, Mastronardi 

and Romero(2016), Miller and Blair(2009:349-356), 石川(2005),朝日(2004)等を参照。 

3)最終需要項目別生産誘発額のモデルについて,土居・浅利・中野(2019),66頁を参照。 

4) 土居・浅利・中野(2019),67－69頁を参照。 
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